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平成１９年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

施 設 の 概 要 
 
１ 施設名 
（愛称名） 下田市立須崎保育所 ２ 担当課 

担当係 
学校教育課 
こども育成係 

３ 所在地 下田市須崎 680番地の１ ４ 設置年月 平成５年４月日 
Ⅳ 安心と安全づくり ともに生きる福祉のまちづくり 児童福祉 

施  策  体  系 保育サービスの充実 保育システムの多様化・弾力

化の推進 
５ 総合計画の 
位置付け 

主  要  事  業 保育所整備事業 保育所の施設・設備の充実 

６ 設置目的 日々保護者の委託を受けて、保育に欠ける（働いていたり、病気などの理由により）乳児又は幼児

を保育する。 
７ 設置根拠 下田市立保育所条例 

敷地面積  2,294.60㎡ 
建物（木造）450.53㎡ 

施設の概要 認可保育所 
定員  50人 

実 施 事 業 
の  概  要 

保育所における保育 
０歳児  0人  １歳児  2人  ２歳児  7人 
３歳児  5人  ４歳児 10人  ５歳児 11人   合計  35人 

料
金
区
分 

下田市保育の実施に関する条例施行規則による 
第１階層から第７階層別に徴収基準額設定 

主
な
料
金 

 

減
免
内
容 

（保育料の減免） 

第10条 市長は特別の事情がある者については，保育料を減免することができる。 
２ 前項の規定により保育料の減免を受けようとする場合は，保育料減免申請書（様

式第８号）により市長に提出しなければならない。 

３ 市長は，前項の申請があったときはこれを審査し，保育料減免決定（却下）通知
書（様式第９号）により保護者に通知する。 

料 金 体 系 

利用料金制度 □ 有    ; 無 

; 直接運営 
□ 指定管理者制度 → 指定管理者  施 設 運 営 

方     法 
□ 一部委託    → 委託内容  

保育士 調理員 
正職員 臨時 正職員 臨時 

合計 

８ 施設の概要 

直接従事職員 
下田市職員数 
平成19年4月１日現在 

4人 1人 1人 1人 7人 
下田市所有 公立６ 
民間所有 民間２ ９ 市 内 の 

類似施設 
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平成１９年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

 
取得費及び財源内訳 平成 18年度末残高 

土地取得費 市所有一部財産区 土地残高  
建物取得費 132,287,680 建物減価償却後残高 46,757,994 
財源内訳    

国・県支出金 34,225,000   
市債 33,700,000 市債残高 14,813,713 
一般財源 98,062,680   

 

寄附金等    

10 取得費等 
の情報 

（単位：円） 

物品( ＊万円以上)  物品減価償却後残高  

（備考） 
減価償却の方法 
・ 定額法 
・ 残存価格 1円 
・ 新設翌年度か

ら償却 
・ 耐用年数 22年 

(h5.3～h27.2) 
 

区    分 H16年度決算 H17年度決算 H18年度決算 H19年度予算 
収入 保育料 7,922 6,924 7,673 5,220 
収 入 合 計 7,922 6,924 7,673 5,220 

 
１節 報酬 51 53 53 40 
２節 給料 17,108 17,973 17,196 10,728 
３節 職員手当等 7,478 7,712 7,622  
４節 共済費 3,377 3,591 3,806 2,462 
７節 賃金 4,509 4,767 2,987 2,826 
８節 報償費 13 12 5 8 
９節 旅費 26 28 29 20 
11節 需用費 3,685 3,597 3,428 2,447 
12節 役務費 151 163 159 127 
13節 委託料 156 133 136 109 
14節 使用料 478 465 448 344 
18節 備品購入費 104 95 89 43 
19節 負担金補助 51 52 52 37 

支
出 

     
支 出 合 計 42,298 37,344 37,542 28,568 

 
減価償却費（単位：円） 5,906,272円 5,906,272円 5,906,272円 5,906,272円 
市債利子（単位：円） 980,620円 898,082円 811,872円 721,826円 

 
下田市負担年間総経費 30,420千円 31,185千円 29,869千円 23,348千円 

 

11 年間経費 
等推移 

（単位：千円） 

備 考 ○ 人件費は、実額を算出記載（正職員・嘱託職員等の人件費総額） 
利用年度 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成19年度 
利用者数(月平均) 37人 38人 36人 29人 

1,00,054円/人 997,447円/人 円/人 円/人 
利用状況 

参考：利用単位当

たり市負担額 算出方法：11欄の「下田市負担年間総経費」÷利用者数 
休園日 日曜日  祝日  12月 29日から 1月 3日まで 
使用時間 午前８時から午後４時まで 

12 施設利用
状況等の推移 

  
実施の有無 □ 有 ; 無 
直近の実施時期  
調査手法  

13 利用者 
満足度調査 

調査数  

調
査
結
果 
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平成１９年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

業 績 評 価 

１ 目標達成度 

区   分 単位 H16年度 H17年度 H18年度 
H19年度 

予算 

利用者数 の目標値 人 50 50 50  

  〃 の実績 人 37 38 36  

目標達成度 

目標達成度 ％ 74.2 75.5 71.0  

□ 成果指標 
選択した指標 

; 成果指標の代替指標 
目標達成度を選定する指標として同指標を選択した理由 

指標選択の理由 
子どもの発達援助、子育て支援、地域の住民や関係機関等との連携、管理運営等いくつか挙げ

られる。保育サービスの目標達成度については，別途評価基準等を作成し評価する必要がある。 

区  分 指   標   名 指 標 の 考 え 方 

  
成果指標 

  

  

指標設定の考え方 

代替指標 
  

（参考） 

活動指標（施設の目的を達成するための具体的な手段におけるそれぞれの達成度合を把握できる指標） 

活動指標 区分 単位 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 

目標値      

実績値      目標指標 

 

達成度      

活
動
指
標
① 目標指標

の考え方 

 

目標値      

実績値      目標指標 

 

達成度      

活
動
指
標
② 

目標指標

の考え方 

 

目標値      

実績値      目標指標 

 

達成度      

活
動
指
標
③ 目標指標

の考え方 
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平成１９年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

２ 効率性 

区分 説明 単位 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 

施設の総利

用者数等① 
 

人 485人 445人 426人 348人 

千円 
千円

42,298 
千円

37,344 
千円 

37,542 
千円 

28,568 年間経費② 
施設の事業費・運営

費および人件費の合

計額 11欄の「支出合計」の額を転記記載する。 

効率性 

利用単位当

たり経費 
②÷①×1,000円 円/人     

総利用者数等の 
考え方 

施設の総利用総

数等について用

いた指標につい

て記載してくだ

さい。 

延べ入所児童数 

備考 

コスト評価項目

に関して留意事

項、補足項目等が

あれば記載して

ください。 

年関経費は、公立保育所総経費を、 

各保育所の入所児童数で按分。 

 
その他の指標 区分 単位 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 

目標値      

実績値      目標指数 

 

達成度      

目
標
指
数
① 目標指数 

の考え方 

 

目標値      

実績値      目標指数 

 

達成度      

目
標
指
数
② 目標指数 

の考え方 

 

目標値      

実績値      目標指数 

 

達成度      

目
標
指
数
③ 目標指数 

の考え方 

 

 
区  分 説    明 単位 H16年度 H17年度 H18年度 

①有料部分の

年間経費 
使用料等を徴収する部分の

年間経費 千円 37,344 38,805 37,542 

②受益者負担

額 
施設の本来の目的による使

用料等の年間総額 千円 6,924 7,620 7,673 

③受益者負担

比率 ②÷① ％ 18.5 19.6 20.4 

④補正受益者

負担額 
減免者より正規の料金を徴

収したと仮定した場合の受

益者負担額 
千円 37,344 38,805 7,673 

受益者負担 
の適正性 

⑤補正受益者

負担比率 ④÷① ％ － － － 
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平成１９年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

施設の現状分析 
 

判   断   視   点   項   目 施設の状況 
設置目的に沿った利用がされている

か 
児童福祉法第 39 条による保育の実施する認
可保育所であり、設置目的にあった利用がさ

れている。 

住民の福祉の向上に対し、どのよう

に寄与しているか 
日々保護者の委託を受けて、保育にかけるそ

の児童を保育している。 

① 施設の設置目的が
時代のニーズに適

合しているか 

将来に亘り必要な施設として住民の

期待を高めていけるか 
地域と密着しており、保護者及び地域の期待

は大きい。 
施設の修繕計画はどうなっているの

か 
H5 年建設で耐震化されている。修繕計画は
ない。指定避難所となっている。 

② 施設が十分に利用
されているか 

施設の運営方法と利用者の情報交換

はどのようにされてきたのか 
各保育所において、定期的に保護者会等情報

交換の場を設けている。 
同様の施設の設置がされているなど

競合していないか 
市内に認可公立保育所４園、民間保育所２

園、公立地域保育所２園が設置されている。 
③ 施設の管理運営主

体が施設の利用目

的から判断して適

切であるか 
民間においても十分可能な施設なの

か 
保育所の民営化については、児童福祉法の改

正により、市町村、社会福祉法人の他、NPO
法人や学校法人、企業等の参入が可能となっ

た。 
しかしながら、民営化が、経費節減のみなら

ず、保護者や住民にとって保育サービスの質

の向上について担保されるものでなければ、

利用者の理解が得られない。 
使用料の算定に当たり実費経費と住

民福祉の向上の比較はどうなのか 
保育料の額については、国の定めた徴収基準

額を基に、家計に与える影響を考慮し、市独

自で軽減率を設定している。 
同種施設との比較、近隣施設との比

較はどうなのか 
県内各市の保育料の軽減率の比較では、下田

市は、平成 17 年度決算において、27.8%で
あり、23市中、12番目となっている。 

計画上の利用者数と実際の利用者数

の違いがどうなっているのか 
公立保育所における充足率は、定員 80%程度
で推移している。 

施設の耐用年数は何年有るのか 耐用年数 22年 平成 5年建設 残 9年 

施
設
方
向
性
の
判
断
視
点 

④ 使用料、利用者数、
支出額、市負担額

が適正であるか 

施設の今後の維持経費の算定はどう

なのか 
未算定 
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平成１９年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

 
施設の管理運営の経費支出が下田市

の行政経営からして妥当なのか 
保育所運営費(民間保育所経費)と比較して、
施設の管理運営経費は多いが、その主な理由

は人件費である。 

① 施設の管理運営に
係る経費が財政規

模からして適正か 
現行の管理運営を今後も継続してい

くことが適切か 
適切である。 

② 地域的な施設配置
のバランスは適正

か 

旧町村単位における施設配置の見直

しはされているのか 
柿崎保育所（へき地）であるが、施設等の内

容で統合は困難である。 

施設統合が出来る施設の組み合わせ

は有るのか 
浜崎地区を考えると、柿崎保育所との統合が

考えられるが、通園路の関係で困難である。 

老朽化と施設維持の比較から改築廃

止をどう考えていくのか 
当市における児童就学前児童数は年々減少

しているが、保育ニーズの高まりにより、保

育所利用率は年々高まっているため、入所児

童数はそれほど減少していない。 
地域的に他との統合は困難である。 

地域、民間に譲渡できないのか 耐震化されており、入所児童の推移・通園路

等把握の上で希望があれば可能と考える。 

行
政
規
模
か
ら
の
判
断
視
点 

③ 施設の統廃合が可
能な施設はないの

か 

施設の目的の範囲を拡大することに

より統廃合可能にならないか 
 

そ
の
他 
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平成１９年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

見直しの方策 

評価種別 改善・見直しの方策案 

行政関与の妥当性 保育所は、児童福祉法第39条により、日々保護者の委託を受けて、保育の

実施する児童福祉施設であり、同法第24条により、市町村の保育の実施義

務について定められている。 

受益者負担の妥当性 児童福祉法56条第3項において、保育の実施に要する保育費用を支弁した

市町村の長は、本人またはその扶養義務者から、家計に与える影響を考慮し

て保育の実施のかかる児童の年齢などに応じて定める額を徴収することが

できると定められている。 

実施主体の妥当性 保育の実施義務がある市が実施主体であることの妥当性に疑いは無い。 

市
民
と
行
政
の
役
割
分
担
評
価 廃止・休止・縮小・外部委

託化・民営化などの方向性 

公立保育所施設整備に対する整備費補助については、平成17年度より廃止

された。当市の財政状況を考慮すると、公立保育所の新築は困難であると思

われるため、施設の老朽化により新築を必要とする場合については、民営化

についても検討すべきであると思われる。 

利用者数等の目標数値及び

利用者向上策など 

多様な保育サービスの提供や質の向上により、利用者の利便性や満足度の向

上に努める。 

執行方法の見直しなどの効

率化のための目標及び方策 

 業
績
評
価 

受益者負担の現状及び適正

化のための方策など 

保育料の設定については、国で定める徴収基準額を基に、家計に与える影響

を考慮し、市独自の軽減率を設けている。 

国の動向や、景気動向等を注視し、定期的な見直しを行う。 

ア
ン
ケ

ー
ト
調

査
等 

市民アンケート調査等の結

果 

平日延長保育、休日保育の実施について求められている。 

サービスの迅速性や利便性

など 

 

サ
ー
ビ
ス
面
等 

利用者満足度の観点からの

サービス提供の質の改善方

法 

平成16年度より、提供する福祉サービスの質の向上のため、全保育士を対

象に自己評価を実施している。 

今後は、第3者評価の受審についても検討が必要と思われる。 
 
平成１８年度事業内容及び見直し事項 

事 業 
 

内 容 

保育料の改定 

見直し 
 

事 項 

平成18年度保育料より国の徴収基準の80％を目途に改定済 
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平成１９年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

施設懸案事項 

 
No. 懸案事項 改善経費 備考 
１    
２    
３    
４    
５    
６    
７    
８    
９    
10    
11    
12    
13    
14    
15    
16    
 

今後の方向性 

今
後
の
方
向
性 

 

□ 充実 

□ 効率化等による見直し 

□ 現状のまま継続等 

□ 縮小等による見直し 

; 統廃合を進める 

（具体的な内容） 
平成 5年度に建設され、耐震化されている。 
地域的に他園との統合は困難であるが、民間等の要望があれば委託も考えられ

る。 

 


